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COP21「パリ協定」採択の意義 
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• 自然エネルギーを主役に！ 
• 実現性の乏しい原発とCCSに頼らない。 
• 地域主導・住民参加のボトムアップで自然

エネルギー100%を目指す。 
• さらに野心的な気候変動対策の目標を示し

行動を！ 

COP21で表明された数々の団体、自治体や企業
などのイニシアチブにより自然エネルギー100%へ
の動きは世界中で大きなうねりとなっている。 

ISEP声明:「自然エネルギーが『パリの希
望の灯』となった」 
： 

• 世界各地から1000人近く集まったパリ市を含
む自治体のリーダーが2050年までに80%の
CO2排出削減や長期目標として100%自然エネ
ルギーを目指すことを宣言した。 

• グーグルやIKEAを始め53もの国際企業も自然
エネルギー100%の実現をすでに目指している。 

• 地熱資源が豊富な欧米やアフリカ諸国36カ国

が「世界地熱連合」を設立して、先進国と途
上国が共同で地熱開発に取り組むなど、多く
の国際的な自然エネルギー関連のイニシアチ
ブが立ち上がっている。 

「パリ協定」の概要 
• 気温上昇1.5℃未満を視野に入れ2℃未満の上昇

に止める 
• 1.5℃、2℃未満の長期目標に向けて、国別の排

出削減や適応の行動を5年ごとに評価し見直す
サイクルを織り込み、各国が国内措置を実施 

• 途上国が技術移転、能力構築を通じ、排出削減
や適応の行動を進め、そのための資金を今まで
以上に確保する道を開いた 
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COP21での 
100%自然エネルギーへの動き 
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Paris City Hall Declaration 
A decisive contribution to 
COP21 (2016年12月4日) 

全世界1000の都市・地域のリーダーが100%自然エネルギーへの転
換や2050年までの温室効果ガスの80%削減など長期的な気候変動
目標を支持することを宣言。 

全世界65の RE100 企業が100%自然
エネルギーに向かうことを宣言 

http://there100.org/companies  

http://there100.org/companies
http://there100.org/companies
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世界の風力発電と太陽光発電の推移 
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• 2015年末までに風力発電の累積導入量が4億kWを超え、原発を抜いた。 
• 風力発電の年間導入量が6300万kW、太陽光発電が5700万kWと過去最高に 

出典：GWEC,EPIA,IAEAデータなどからISEP作成 
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• 風力発電５大国：ドイツの成功、世界一の中国、後を追う米国、スペイン、インドなど 

• 中国と米国の急成長、欧州各国の安定成長 

世界の再生可能エネルギーの動向：風力発電 
20世紀での自動車産業の役割を、21世紀は自然エネルギーが果たす 

風力発電の隆盛が自然エネルギーの本流化を導いた 

5 出典：GWECデータよりISEP作成 

中国の目標値 
2015年：100GW 
2020年：200GW 

145GW 

74GW 

44GW 
25GW 

23GW 
14GW 

3GW 
5GW 
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○日本は、単年度では2004年、累積では2005年にドイツに抜かれて世界一から転落。 

○ 2012年からのFIT制度により2013年以降に急成長し、新規導入量は世界第二位に。 

出典：IRENAデータからISEP作成 

太陽光発電の累積導入量の国別比較 
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自然エネルギー市場は爆発的な成長を継続 
○21世紀における自然エネルギーは、「20世紀における自動車産業」と同じ役割を果たす 
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出典 : UNEP/BNEF, Global Trends in Renewable Energy Investment 2016 

単位：10億ドル 

過去最高の投資額：2860億ドル 
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世界の自然エネルギーへの投資(国別) 
• 日本市場の投資額は第3位で、約13%のシェア(2015年) 

• 日本市場は住宅用太陽光から事業用へシフト 

8 出典 : UNEP/BNEF, Global Trends in Renewable Energy Investment 2016 

[10億ドル] 

国 2015年 成長率 

1 中国 102.9 17% 

2 米国 44.1 19% 

3 日本 36.2 0.1% 

4 英国 22.2 25% 

5 インド 10.2 22% 

6 ドイツ 8.5 -46% 

7 ブラジル 7.1 -10% 

8 南アフリカ 4.5 329% 

9 メキシコ 4.0 105% 

10 チリ 3.4 151% 



環境エネルギー政策研究所 

自然エネルギーによる雇用 

• 世界の自然エネルギーによる雇用は810万人(2015年) 

• 日本の自然エネルギーによる雇用は約39万人(2015年) 
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IRENA: 
“Renewable Energy and Jobs 
Annual Review 2016” 
http://www.irena.org/  

http://www.irena.org/
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Renewables 2016 Global Status Report 
自然エネルギー世界白書2016年版 
• REN21が2016年6月1日に発表(2005年から11回目) 

自然エネルギーは、新規導入量、政策目標、投資、
雇用創出において記録的な年となった 
• 2015年は自然エネルギー発電設備の年間導入量が過
去最大の1億4700万kWに。 

• 自然エネルギーへの投資額は世界全体で2860億ドル
（約31兆円）で、中国は世界全体の投資額の3分の1以
上を占め、自然エネルギーへの投資額において途上国
は先進国を始めて上回った。 

• 日本の太陽光発電市場は世界2位、自然エネルギーへ
の投資額は世界3位を堅持。 

• 都市や地域コミュニティ、企業が「100%自然エネル

ギー」の運動を急速に拡げてきたことが、世界的なエネ
ルギー転換を推し進める決定的な役割を担っている。 

 

プレスリリース(2016年6月1日) 
http://www.isep.or.jp/library/9464   

10 
2014(C)環境エネルギー政策研究所 

特集「自然エネルギー世界白書」 
⇒ http://www.isep.or.jp/library/1959 

GSR2016 
(2016年版) 

http://www.isep.or.jp/library/9464
http://www.isep.or.jp/library/1959
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「自然エネルギー世界白書2016」 
世界の自然エネルギーの現状 

• 世界の自然エネルギーの割合は全エネルギー需要の約19%(2014年実績) 

• 近代的な自然エネルギーの利用(電力、熱、燃料)の割合は約10% 
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出典：自然エネルギー世界白書2016 (REN21) 

化石燃料 

原子力発電 

自然エネルギー 

近代的な 
自然エネルギー 

伝統的な 
バイオマス 

熱利用 水力発電 

自然エネルギー 
発電(水力以外) 

バイオ 
燃料 
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日本の電力供給構造の推移 

12 出典：電気事業便覧・電力調査統計などから推計 

自然エネルギーの発電量の比率は10%で停滞してきたが、14.5%まで増加 
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日本国内の自然エネルギー(発電量)比率の推移 
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9.8% 10.5% 10.1% 11.0% 
12.5% 

14.5% 
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2015年度のエネルギーミックス(電源構成) 
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2015年度の自然エネルギー発電量の比率は約14.5%に 

出典：資源エネルギー庁電力調査統計等より推計 

※自家発を含む 
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自然エネルギー白書2016サマリー版 
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日本国内を中心に自然エネルギー政策に
関する動向や各種データをまとめた白書 

編集・発行：環境エネルギー政策研究所(ISEP) 

2016年10月 発刊 

http://www.isep.or.jp/jsr2016   

はじめに 
日本と世界の自然エネルギー 

• 太陽光、風力、太陽熱 
• バイオマス、地熱、水力 
• 投資および雇用 

国内の自然エネルギー政策の現状と課題 
電力小売全面自由化と電力システムの課題 
気候変動問題とパリ協定 
トピックス①：ご当地エネルギーの意義と国内外の動向 
トピックス②：福島から広がるご当地エネルギー  
トピックス③：100%自然エネルギー地域への取り組み 
トピックス④：地域での自然エネルギー政策の動向 
トピックス⑤：自然エネルギーと土地利用のあり方 
REN21「自然エネルギー世界白書2016」について 

http://www.isep.or.jp/jsr2016
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日本国内の自然エネルギーによる設備容量の推移 
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• 自然エネルギー(大規模水力以外)による設備容量は4400万kW (2015年度末) 

• 2012年からスタートしたFIT制度により、太陽光発電が急増し、3300万kWに。 

ISEP調査 

RPS制度 FIT制度 

一部太陽光 
FIT制度 
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○日本は、単年度では2004年、累積では2005年にドイツに抜かれて世界一から転落。 

○ 2012年からのFIT制度により2013年以降に急成長し、新規導入量は世界第二位に。 

出典：IEA PVPS, EPIA, FITデータからISEP作成 

太陽光発電の日独比較 
太陽光発電の導入拡大～停滞と復活 
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2014年 
2200万kW 

2020年 
6570万kW 

2030年 
1億200万kW 

JPEA PV  
OUTLOOK 2030 
(2015年3月) 
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国内の風力発電： 
導入量と新規プロジェクトの推移 
• 累積の導入量が300万kW(2015年度末)と低迷しているが、2012年度よりFIT制度およ
び環境影響評価がスタートし、700万kW以上の新規プロジェクトが手続き中。 
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出所：日本風力発電協会(JWPA)よりISEP作成 

環境影響評価 
手続き中 

約740万kW 

ＦＩＴ制度 
設備認定 
(未稼働） 

約220万kW 
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日本風力発電協会 
風力発電導入ロードマップ・ビジョン 

2020年 
陸上：1020万kW 
着床：60万kW 
浮体：10万kW 

2030年 
陸上：2660万kW 
着床：580万kW 
浮体：380万kW 

2040年 
陸上：3800万kW 
着床：1500万kW 
浮体：1290万kW 

2050年 
陸上：3800万kW 
着床：1900万kW 
浮体：1800万kW 

2010年 
陸上：245万kW 
着床：3万kW 
浮体：0万kW 
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小水力発電の導入状況 
包蔵水力(発電水力調査) • 3万kW未満の水力発電の未開発地点が多いが、開発が進んで来なかった 

• 1000kW未満の小水力発電の導入件数が増加 
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出典：資源エネルギー庁 発電水力調査 

http://j-water.jp/  

http://j-water.jp/
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バイオマス発電の導入状況 
・廃棄物系のバイオマス発電が90%近くを占める。 
・近年、木質バイオマスの発電所が増え始めたが… 
・燃料の調達コストや運用費用の高騰が課題 
・林業の復興、熱利用の重要性などが課題 
・輸入バイオマスの持続可能性 

出典：ISEPによる調査 
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固定価格買取制度(FIT制度) 
バイオマス発電 設備認定・運転開始実績(2016年3月末) 
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• FIT制度で新たに370万kWが設備認定され、未利用木材と一般木材で91%を占める。 
• 新規の運転開始は、約32万kW(開始率14%)に留まる(移行分を含め165万kW)。 

資源エネルギー庁：固定価格買取制度 情報公表用ウェブサイト 
http://www.fit.go.jp/statistics/public_sp.html 

http://www.fit.go.jp/statistics/public_sp.html
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地熱エネルギーの利用 

「日本地熱学会」資料より 地熱発電 
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地中熱の利用 
「地中熱利用促進協会」の資料より 
地中熱利用 
ヒートポンプシステム 
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太陽熱の利用 

一般戸建住宅での利用：  
給湯および暖房 
「ソーラーシステム」 

出典：ソーラーシステム振興協会 

「太陽熱温水器」 

集合住宅での導入事例 
• 個別方式 
• セントラル方式 

その他の方式： 「OMソーラー」(空気式) 

図：太陽熱温水器・ソーラーシステム単年度導入量 
  およびストック量 
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自然エネルギー電気の固定価格買取制度(日本国内) 

日本の固定価格買取制度(平成23年8月26日に国会で成立 ⇒ 平成24年7月からスタート 
・「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法律」 

1.58円/kWh 
2015年度(計画値) 

1.3兆円 
1.8兆円 

580億kWh 8366億kWh 

雇用(2015年)： 
39万人(IRENA) 

投資金額(2015年) 約4兆円(UNEP) 

回避可能費用 
5148億円 

接続義務 
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固定価格買取制度(FIT制度) 
設備認定・運転開始実績(2016年3月末) 
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• 約9500万kWが設備認定(太陽光が約89%)移行認定含む 
• 約3600万kWの設備が運転開始(設備認定の約36%)太陽光が86% 
• 約5800万kWの設備が未稼働(設備認定の約61%)太陽光が91% 

資源エネルギー庁：固定価格買取制度 情報公表用ウェブサイト 
http://www.fit.go.jp/statistics/public_sp.html 

未稼働設備 
約6000万kW 

http://www.fit.go.jp/statistics/public_sp.html
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地域(電力会社)毎の太陽光発電の接続可能量 
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• 北海道、東北、北陸、中国、四国、九州で設備認定量が接続可能量を上回る 
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地域(電力会社)毎の風力発電の接続可能量 

29 

Source data: METI 
Graph: ISEP 

Institute for Sustainable Energy Policies 

北海道電力では、設備認定量が接続可能量をすでに上回っている。 
東北電力では、環境アセス手続き中(600万kW)の設備容量が接続可能量を上回る。 

2016年3月末現在 

600万kW 

200万kW 

環境アセス 
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世界各国の変動型自然エネルギー(風力+太陽光)の 
比率(年間発電量) 
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デンマーク 

イベリア 

アイルランド 

ドイツ 

イギリス 

イタリア 

NW 欧州 

ERCOT 

スウェーデン 

フランス 

インド 

ブラジル 

日本 

短期的には再エネ比率
が60%以上に達するこ
ともある。 

風力(2012年) 太陽光(2012年) 

出典：IEA  GIVAR 資料 

日本は2015年度
でもまだ4%程度 

欧州各国では 
すでに10%を超
えるレベルに 
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固定価格買取制度(FIT制度) 
地域別の発電設備の導入状況(2016年3月末現在) 
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出所：資源エネルギー庁データからISEP作成 

 九州では、全発電設備の30%に達する導入量に。西日本の導入比率が大きい。 
 東北では17%程度で風力が約3割。原発の設備容量に匹敵する導入量。 

※「全設備容量比率」：2012年度末時点の全発電設備の容量に対する設備認定の比率 

※移行認定を含む 
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九州電力の電力需給バランス～低需要期(2016年5月4日) 

32 出典：九州電力資料 
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「電力システム改革」のロードマップ 

33 出典：経産省資料 

第2段階：電力小売全面自由化(2016年4月1日～) 
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発電事業者 送配電事業者 小売電気事業者 
(地域独占・料金規制) 

許可制 届出制 登録制 

発電事業者 
発電事業者 
発電事業者 

小売電気事業者 
小売電気事業者 
小売電気事業者 

消
費
者 

卸電力市場 

電力広域的運営推進機関 

消
費
者 

発電事業者 

発電事業者 
発電事業者 新電力(PPS) 

送電部門 配電・小売部門 発電部門 

電力会社(一般電気事業者) 

新電力(PPS) 新電力(PPS) 

(地域独占・料金規制) 

電力システム改革 第1段階～第2段階(小売全面自由化) 

電力取引監視等委員会 
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電力システム改革：第1段階 
電力広域的運営推進機（OCCTO)運営開始(2015年4月) 
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電気事業者が営む電気事業に係る
電気の需給の状況の監視及び電気
事業者に対する電気の需給 
の状況が悪化した他の電気事業者
への電気の供給の指示等の業務を
行うことにより、電気事業の遂行
に当たっての広域的運営を推進と
することを目的とする 

目的 

・電気事業者の電気の需給の状況の監視 
・需給状況が悪化する場合における融通等の指示 
・「送配電等業務指針」の策定 
・「供給計画」とりまとめ 
・事業者からの苦情処理、紛争解決 
・送配電等業務に関する情報提供、連絡調整 

• 系統情報の公表 
• 需要家スイッチング支援 
• 作業停止計画の調整 
• 地域間連系線の管理 
• 広域連系系統の長期方針及び整備計画 
• 系統アクセスの受付 
• 卸電力取引所との連絡調整 

業務内容 

出典：「電力広域的運営推進機関」資料 
出典：経産省資料 

OCCTOホームページ： http://www.occto.or.jp 

http://www.occto.or.jp/
http://www.occto.or.jp/
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電力システム改革 
規制機関「電力取引監視等委員会」設立(2015年9月1日) 

36 
出所：電力取引監視等委員会ホームページ 
http://www.emsc.meti.go.jp/  

電力の適正取引の監
視やネットワーク部
門の中立性確保のた
めの行為規制等を厳
正に実施 

• 業者に対する報告徴収
や立入検査、業務改善
勧告、あっせん・仲裁
など委員会単独で行う 

• 託送料金の認可や小売
事業者の登録等に際し
て審査を行い、経済産
業大臣に対し意見を述
べたり、取引ルールに
ついて経済産業大臣に
建議 

制度設計専門家会合 

http://www.emsc.meti.go.jp/
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パワーシフト・キャンペーン 
～自然エネルギーを重視する電力会社を選ぼう～ 

パワーシフト・キャンペーンが重視する点 
1. 電源構成や環境負荷、などの情報を一般消費者にわかりやすく開示していること  

2. 再生可能エネルギーの発電設備（FITをふくむ）からの調達を中心とすること 

3. 原子力発電所や石炭火力発電所からの調達はしないこと（常時バックアップ分は除く） 

4. 地域や市民による再生可能エネルギー発電設備を重視している 

5. 大手電力会社と資本関係がないこと（子会社や主要株主でない） 

    今後、必要に応じてアップデート 

パワーシフト宣言！http://power-shift.org  

http://power-shift.org/
http://power-shift.org/
http://power-shift.org/
http://power-shift.org/
http://power-shift.org/
http://power-shift.org/
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経産省のエネルギーミックス(2030年度) 
火力発電の効率化および非化石電源の目標 

38 
出典：電力基本政策小委員会(第3回)資料 

非化石電源比率(再生可能エネ
ルギーおよび原子力)について
2030年度までに44%以上を目
指す 

電気事業低炭素社会協議会 
(2016年2月8日設立) 

非化石電源(再エネ＋原発) ＝ 44%？ 

石炭火力の新設問題 
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再生可能エネルギーの導入目標 
欧州では意欲的な目標を各国で掲げて導入が進んでいる 

39 

2030年目標 
最大24% 

• 主な欧州各国の自然エネルギー導入比率はすでに20%以上に。 
• 主な欧州各国の自然エネルギーの2020年時点の導入目標は30%以上 
• 日本の2030年の自然エネルギー目標は22～24% (ドイツは50%) 

27% 

39% 
26% 

52% 

40% 

31% 
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図：ドイツの再生可能エネルギー発電量 

■EEG法が2000年より施行され、自然エネルギー比率が2015年には約30%に達する。 
■発電量に占める自然エネルギーの割合を2050年には80%にすることを目標に。 

ドイツの固定価格買取制度(FIT制度)： 
EEG法(再生可能エネルギー法)の成果と目標 

雇用効果：38万(2012年) 

太陽光：12.5万人 
風力：11.8万人 
バイオマス：12.9万人 

Energiewende 

発電量RE比率 
2050年 80% 
2035年 55-60% 
2030年 50% 
2025年 40-45% 
2020年 35% 

2015年 30.0% 

目標値 

エネルギー転換 

EEG法(FIT) 

2014年実績： 
FIT賦課金総額：223億ユーロ 
CO2削減量：1.5億トン 
輸入化石燃料削減額：82億ユーロ、
設備投資額：188億ユーロ 
事業による売上高：141億ユーロ 
輸出売上高：100億ユーロ(2013年) 
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ドイツ「自然エネルギー100%地域」 

41 出典：deENet(IdE, Germany) http://100ee.deenet.org  

ドイツの「自然エネルギー100%地域」プロジェクト 

実施主体： IdE(分散型エネルギー技術研究所、カッセル) 
目的： 地域やコミュニティがエネルギー需要を自然エネルギー 
          で賄うことを目指すことをサポート 
手段： 自然エネルギー100%マップの作成 
     会議、コンサルティング、研修などでノウハウの提供 
協賛： ドイツ連邦環境省(BMU), ドイツ連邦環境局(UBA) 

自然エネルギー100%地域： 90 
自然エネルギー100%準備地域： 58 
自然エネルギー100%都市： 3 
合計： 151 (2016年6月現在) 
 
面積： 126,000平方km (約35%) 
人口：2400万人 (約30%) 

• 自然エネルギー100%地域のネットワーク化 
• 欧州(EU)各国への展開: 100% RES Communities 

http://100ee.deenet.org/
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エネルギー永続地帯 
都道府県別の自然エネルギー電力の供給割合 
(2011年度～201４年度の実績を推計) 

42 

• 8県で再生可能エネルギー電力供給が域内の民生＋農水用電力需要の20％を超えている。 
自然エネルギー供給率(都道府県別:電力) 

永続地帯2015年度版報告書(2016年3月リリース) 
http://www.sustainable-zone.org/   

出典：永続地帯研究会(千葉大倉阪研+ISEP) 

1.大分県:38% 
2.秋田県:31% 
3.富山県:26% 
… 
36. 宮城県  6% 

• 100％エネルギー永続地帯市区町村は、61市町村に 

• 食料自給率も100%を超える「永続地帯」は、30市町村 

http://www.sustainable-zone.org/
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• 自然エネルギー電力100%を超える市町村が100に。 

43 

エネルギー永続地帯2015年版(2014年度の実績推計) 
市町村別の自然エネルギー電力のランキング(100%以上) 

大分県 玖珠郡九重町 2323% 地熱 

長野県 下伊那郡大鹿村 1434% 小水力 
長野県 下伊那郡平谷村 1379% 小水力 
熊本県 球磨郡五木村 1359% 小水力 
熊本県 球磨郡水上村 1106% 小水力 
青森県 下北郡東通村 869% 風力 
福島県 河沼郡柳津町 759% 地熱 
長野県 下水内郡栄村 758% 小水力 
北海道 苫前郡苫前町 717% 風力 
群馬県 利根郡片品村 689% 小水力 

TOP10 

協力：永続地帯研究会 http://www.sustainable-zone.org  出所：ISEP作成 

宮城県 七ケ宿町 287% 小水力 

宮城県 蔵王町 103% 小水力 

http://www.sustainable-zone.org/
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地域主導型と外部主導型の地域経済効果の比較 
～福島県再生可能エネルギー推進ビジョンに基づく～ 

44 

2040年に100%自然エネルギー！ 

出典：環境経済・政策学会 2015年大会 発表論文 
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ISEP研究報告 
「メガソーラー開発に伴うトラブル事例と制度的対応策について」 

メガソーラーの増加に伴い住民や行政とのトラブル事例が顕在化している。その
要因には、景観、防災、生活環境、自然保護、行政の手続の不備、住民との合意 
形成プロセスの不足に加え、国の制度の整備不足などがあげられる。こうしたト
ラブルに対し、メガソーラーの抑制地域を設定するなど４種類の制度的対応が取 
られている。今後は望ましい自然エネルギー事業の在り方を議論し、その促進を
制度化することも必要である。 

出所：ISEP研究報告 http://www.isep.or.jp/library/9165  

http://www.isep.or.jp/library/9165
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国内コミュニティパワーの担い手（2016年10月時点） 

データ出典：環境エネルギー政策研
究所、市民電力連絡会、 
気候ネットワークによる調査データ
を統合 

全国各地でコミュニティ
パワーに取り組む動きが
活発化した 
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「第1回世界ご当地エネルギー会議」開催(2016年) 

47 

「第1回世界ご当地エネルギー会議」 
日時：2016年11月3日～4日 
会場：コラッセふくしま(福島市) 
http://www.wcpc2016.jp/  
 
主催：一般社団法人 全国ご当地エネルギー協会、 
   認定NPO法人 環境エネルギー政策研究所、 
   世界風力エネルギー協会WWEA 
共催：福島市、一般財団法人ふくしま自然エネルギー基金 

http://www.wcpc2016.jp/
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まとめとして 
100%自然エネルギーへのシフトを実現するには 

48 

• 気候変動のリスクを知る。 
• 原発の制約とリスクを知る。 
• 化石燃料の制約を知る。 
• 自然エネルギーの可能性を知る。 
• 省エネルギーのメリットを知る。 

知ること 

考えること 

• 持続可能な社会について考える。 
• 次世代のことを考える。 
• 未来のエネルギーのビジョンを考える。 
• 省エネルギーの方法を考える。 
• 自然エネルギーの増やし方を考える。 
• エネルギーを選び方を考える。 

参加すること 

実行すること 

• セミナーやシンポジウムに参加する。 
• NGOのサポータや会員になる。 
• ボランティア活動に参加する。 
• 地域の活動に参加する。 
• 選挙などを通じて政治に参加する。 

• 省エネルギーを実践する。 
• CO2排出量を8割減らす。 
• 自然エネルギーを選択する。 
• 自然エネルギーを導入する。 
• 消費者として企業を選ぶ。 
• 政党や政治家を選ぶ。 
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